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日本の景気回復には，ベンチャー企業が多数起業することが重要と思われる。
日本では終身雇用制度等により集団主義に安住する雰囲気があり， リスクを取っ
てベンチャー企業を起こす人聞は非常に少なし、。近年では企業の廃業率が新規
開業率を上まわった。新しい経営を構築しないと 21世紀は生き残ることができ
なし、。その鍵は，他社にはない経営の創造である。このような視点に立ってベ
ンチャー企業の戦略について提示したし、。ここで事例を一つ挙げておく。
新潟県の林業組織は，杉の間伐材を無駄にはしたくなかった。それをどうに
かして売る事はできないかと椅子や机などに加工して販売しようとしたがなか
なか売れなし、。そこで大工NPOを設立し，切ってきた間伐材の工作方法を教
える事にすると，市民は興味を持って集まってきた。行政も社会教育の一環と
みなして補助金を出す。そうすると，机や椅子の企業も注目して，間伐材がよ
く売れるようになった。
IT革命により企業の競争パラダイムは， リアル・コーポレーションからバー
チャル・コーポレーションを単位とするものへと変化している。バーチャル・
コーポレーションの競争では商品やサービスが市場に出る前に大方の結論が出
てしまう。このような競争フェーズの早期化の中では，極めて不確実性が高く
なる。この不確実性の解決をNPO （非営利組織）にゆだねようというもので
ある。
市場に新規追加になった NPOが構成する「NPO （非営利組織）＋PO （営利
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組織）」によるベンチャー企業の競争戦略を提示する。
2. 日本のベンチャー企業の現状
ベンチャー企業を一般的には中小企業でユニークな技術を持ち，大企業も一
目置くような競争力のある企業，または大企業の盲点を突くようなユニークな
企業と定義するが，今回はハイテク，ローテクを問わず成長意欲の強い起業家
に率いられたリスクを恐れない若い企業で，製品や商品の独創性，事業の独立
性，社会性，さらに国際性をもった何らかの新規性のある企業と定義する。
今日の世界第 2 位の経済大国日本を牽引してきたのは，新日鉄， トヨタ，三
菱重工業，松下電器，目立，三菱電機等の大企業であるo 世界は， 1989年の冷
戦の終結でクーローパル化し大競争（メガコンペテイション）の時代になってい
る。日本の大企業では，企業の内部昇進者が経営の中枢にいて，コンセンサス
型意思決定を行っている。このシステムは安定した経営環境下では機能したシ
ステムである。変化の激しい経済環境下においては，ベンチャー型意思決定が
必要である。すなわち強力なリーダーが独自の判断で意思決定するシステムで
ある。今日の大企業ではリスクの高い投資には反対が多く，実行出来ない事が
多い。 1989年以降は，変化の激しい経済環境下に移行したにも関わらず，安定
した経済環境下でのシステムを続けている日本では，これまで日本経済を牽引
してきた大企業にかげりが見えることが予測される。例えば電機業界では，目
立，東芝，三菱電機の総合電機メーカー 3 社の各社が1997年～1999年にかけて
赤字となった。アメリカでも1980年代の後半に， IBM. GE等の大企業からマ
イクロソフトやインテル等のベンチャー企業に主導が移ることにより，閉塞状
況からの脱出に成功した。現在の日本においても10年前のアメリカと同じく大
企業主導からベンチャー企業主導に大転換が必要である。
日本のベンチャー企業は，大企業に比較して販売ルートが弱い。その上資金
不足のため広告宣伝費も少ないので，一般消費者からは認知されることは少な
い。このため一般にベンチャー企業は，一般消費者ではなく，大企業と取引を
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行うことによって経営している。大企業の下請けとして，ベンチャー企業が大
企業から注文を受注することが多L、。大企業は，汎用品であれば，最も金額が
安く，納期を守り，品質が良い下請けに発注するので，ベンチャー企業では，
同業との競争も激しくなる。この取ヲ｜から発生するキャッシュフローで研究開
発費を捻出して技術革新（イノベーション）を行って，新製品の開発を行わな
ければならないので，非常に厳しい経営になっている。
20世紀に日本が世界第2位の経済大国なった理由は，欧州，アメリカが発明
し新製品化した技術を，多数商品化に成功したためである。発明がいくら多く
ても，収入は特許料ばかりで，事業として売上が上がるのは商品の方である。
日本はアメリカに追いついたと言われているが，技術に関し発明と新製品化で
は，まだまだ追いついていなし、。 1980年代後半から， 1990年代前半にかけて，
アメリカが大不況から脱出できたのは，アメリカには発明と新製品化力が生き
ていたためである。すなわちイノベーション（技術革新力）が強かったのであ
る。日本が1990年代前半から今日まで不況から脱出出来ないのは，金融不良債
権の問題のみならず，メーカーのイノベーションの弱さにも原因がある。日本
は，過去世界の発明，新製品化には関与していない。日本はこれまで大企業主
導で技術開発を行ってきたが，発明と新製品化はベンチャーによるところが大
きいと考えられる。大企業でイノベーションが生まれにくいのは，大企業の研
究開発者が，研究行為事態を目的化しているためであるO すなわち研究員個人
個人が自己の専門能力の向上を優先し，企業の経営的な面に立って事業化を考
えないのである。これではイノベーションは生まれにくし、。むしろ切羽詰まっ
て，追いつめられた逆境から生まれるものである。イノベーションは通常の2
～3倍の知的エネルギーを出さないと生まれないと言われている。このように
イノベーションは恵まれた環境の大企業ではなく，ベンチャー企業から生まれ
やすいのである。日本のイノベーション強化には，ベンチャ一企業が多数必要
である。今後大企業のリストラが本格化すれば，大企業が囲い込んで、いた優秀
な人材が大量に放出される可能性が大きし、。これら優秀な人材が逆境の中で必
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死に努力することによってイノベーションが生まれ，日本も不況から脱出でき
る。
社内ベンチャーを企業内で開発した製品を事業化し，成功すると事業部等に
格上げして，軌道に乗せることであると定義する。世界で最も有名な例では，
3M社（Minnesota Mining and Manufacturing）のポストイット・ラベル
の例がある。 1970年， 3M社のミネソタ州セントポールの中央研究所で接着
剤の研究員が偶然に発見した接着性と剥離性の両方を兼ね備えた不思議な接着
剤の事業化が行われた。この接着剤は，本当は失敗作品であった。日本では，
東芝の日本語ワードプロセッサーの開発や，ソニー製 8mm ビデオの開発等の
例がある。これらの輩出には，社内ベンチャー的に活躍する社内企業家
Cintrapreneur ：イントラプルヌール）の介在がある。 1980年代，アメリカの
エクセレントカンパニーでは，社内企業家による新事業起こしを競争力の源泉
とみなしていた。このため，社内ベンチャーは日本の大企業でも行われた。ア
メリカが1980年代に社内ベンチャーで競争力向上を行っていた頃，日本でTQC
(Total Quality Control) で，効率化と品質向上を促進していた。この結果，
日本はアメリカに勝利し，アメリカは1980年代後半に製造業の競争力が沈滞し
fこ。
これに対して，アメリカは MIT に産業生産性調査委員会を作って日本とア
メリカのマネジメン卜の比較研究を実施した。アメリカのニュミでトヨタが日
本の生産システムをアメリカ人に適用したところ，日本並みの生産性がもたら
された。これによって，生産性は，日本の TQC やカンパン方式等の生産管理
のしくみによるものであり，国民性には関係無いことが証明された。これらの
結果，アメリカではリエンジニアリング（企業経営の抜本的改革）が実施され，
ホワイトカラーや専門職が大量に解雇された。また，スピンアウトがおこった。
リエンジニアリングは，強烈なトップダウンで行われる。ボトムアップ型の日
本経営ではなじまなし、。企業の内部昇進型のトップでは， リエンジアリングの
断行は非常に困難である。
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アメリカ経済の不況からの脱出は，ベンチャーの隆盛と考えられる。アメリ
カではベンチャーキャピタル基金は1980年代に毎年20億～30億ドルずつ市場に
投入された。これが， 1990年代に効果が現れた。アメリカのベンチャーキャピ
タルが起業家に投資する資金は，起業家が倒産した場合，起業家はその投資さ
れた資金に責任はないのである。ベンチャー企業の設立は，小人数でのスター
トが多し、。アメリカでもベンチャー企業の成功確率は高くなし、。投資額の 5 倍
以上の収益を得られる大成功は， 3/1000と言われている。
これに対し日本では，一般的には自己資金を元手に，株式会社や有限会社を
設立し，ベンチャー企業をスタートする。自己資金が不足する場合は，土地等
を担保にし，銀行等から借金を行うのであるが，倒産した場合投資金額の回収
は不可能となり，自己財産を失ってしまう。その結果リスクを取って，脱サラ
してベンチャーを起業する人の数は非常に少数になるO アメリカでは年間70万
社強の会社が新規に設立されているが，日本では10万社前後である。日本で新
規開業が減少しているのは，事業の競争力の点で，ネッ、トワーク化された効率
的大企業に中小企業が太刀打ちできなくなったためでもある。ベンチャー企業
が生きられるのは，大企業のニッチ（隙間）市場である。
ベンチャー企業成功の条件は，その専門家であること，その分野が成長分野
であること，大企業のニッチ事業になっていることが揃って，成功の芽がある。
資金的には，すでに資産をたくさん持っている人，大企業をスポンサーに付け
る人が成功している。以上がベンチャー企業成功の条件である。このように日
本では資金等でベンチャーの起業に際し，資金面が重大な問題になっている。
NPO設立には，資本金は不要で，資金の少ないベンチャー企業にとっても，
負担の少ない組織である。
3. 知識飽和とトリガーの編集，事業創造 Bto Bから Bto Cへ
20世紀の大企業は「商品企画・開発・生産・流通・販売」構造であった。と
ころが，先鋭的企業は「事業群と事業支援構造体」構造へと転換しつつある。
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世界は数千の事業を連続的に創造する事業支援構造体企業の挑戦を受けつつあ
る。数千の事業はアウトソーシング戦略（多くの企業を事業に巻き込む）をと
る。このアウトソーシングは異質な知識を取り入れ，次々ジョイントベンチャー
で事業を起こしていく。
その際の鍵が知識集積と「トリガ－ J である。情報過多，知識過多の時代，
知識は世界に溢れている。例え，それがほんものニセものか，といった判断に
困る知識であっても，とにかく知識が集積され，溢れているのが現在である。
これを，「知識飽和」と呼ぶ。この“飽和を凝縮させる”のがトリガーである。
空気中の水蒸気が飽和しているとき，わずかの窪が飛び込めば，一瞬に水とな
り，大雨を降らせる。この「飛び込む塵」がトリガーである。「知識を飽和状
態にさせ， トリガーを放り込み，短時間に事業，商品を生じさせる」これがト
リガーとその戦略である。
これは，知識戦略＝電気工学， トリガ一戦略＝電子工学とアナロジーすれば，
分かりやすし、。電気工学と電子工学の違いをご存じだろうか。電気を運ぶのが
電気工学，信号を運ぶのが電子工学である。電気工学は，電線に電流が流れて
いる。電流を流していって，そこのモーターを回す。したがって，大きい力が
必要なら大量の電気を運ばなければならなし、。運ぶ“量（電力量）”が重要であ
る。遠いところに電気を送るのは設備も技術も大変であり，危険でもあるO と
ころが，電子工学では，電線には信号しか流れていない。電源はそこにすでに
あり，運ぶ必要はなし、。信号（トリガー）によってモーターを回すのであるか
ら，どんな遠くでも関係ない。
成熟産業では，わざわざ“電気工学”で知識を大規模送電線で運ぶ必要は既
に無い。職場の中に“電気”（知識）は溢れていて，モーター（知識保持者）
も溢れている。“電子工学”でトリガー（信号）を送ってやり，モーターを職
場ごとの電源で回せば（事業創造），良いのである。欧米自の企業には，知識
は溢れている。その中を， トリガーが飛び交い，飽和している知識をつきやつぎ
事業，商品として凝縮させる。これがトリガー戦略である。
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この知識飽和は企業だけでなく，社会の中でも起こり始めた。社会は情報に
溢れ，知識飽和が起こりつつある。 90年代企業と企業との間（ BtoB）で起こっ
た知識飽和とトリガーは， 21世紀，企業と社会の間（B toC）で起ころうとし
ている。この社会の知識飽和が組織化（制度化）されたものがNPOである。
事業創造のBto C は PO と NPO によって，知識飽和とトリガーで実現される。
知識飽和の場でPO と NPOを繋ぐ道具がインターネットである。
知識の飽和を行うには，知識のルーターとしての役割を PO と NPO の構成
員にさせることになる。知識は留めるのではなく，自らをルーターに変え，そ
のまま誰かに流すのである。自分の中を大量のデータが流れ去ってしぺ。どこ
かでトリガー（気づき）が起これば，知識の飽和の凝縮が始まり，ルーティン
グの過程であっという聞に社会問題がNPO によって解決され， PO により事
業計画から商品・サービスまで作りあげられる。社会における事業創造
B(PO) to B (NPO）の連携戦略である。
4. NPO に関する基礎知識
NPO (Non Profit Organization）とは，日本語に訳すと，非営利組織のこ
とである。通常NPO と言えば，政府関係機関は除かれる。それを明確にする
ために，民間非営利組織と呼ばれる。さまざまな非営利活動を行う非政府，民
間の組織で，株式会社や有限会社等の営利企業と違って，利益を関係者に分配
しない組織を意味する。 NPOの種類は多種多様で、学校、病院、老人ホーム等を
経営する事業型NPO, NPO活動に資金を提供する助成団体、環境問題等に関
し国際援助，国際交流を行う市民団体等が含まれる。宗教団体や政治団体，労
働組合等も広い意味での NPO に含まれる。これらのように多種多様な NPO に
よって構成される経済部門を民間非営利セクターという。この多様性が、非営
利セクターを特徴づける重要な要素である。日本では， 1995年の阪神・淡路大
震災の時に，災害援助や生活の復旧・復興でNPO の存在と意義が広く知られ
るようになった。 1998年に特定非営利活動促進法が制定されてから，ボランティ
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アが法人として扱われるようになった。正確には，特定非営利活動法人とし寸。
では，なぜNPOが生まれてきたのか。答えを探る上で，企業と市民と行政と
いう社会について考えてみる。営利を目的とする企業は自らの利益のために市
民の要求には応えられない。完全に非営利である行政は財源を税金で得ている
から，公益性を持って幅広いサービスを提供しなくてはならない。つまり，世
の中が多様化しているのに対応できず，少数の意見を反映させる事は難しいの
である。市民は，どちらでもないので要求に応えてもらえないので困ってしま
う。そこで，登場したのがNPOである。世の中の多様化に合わせて生まれて
きたのである。行政ではできない少数のためのサービスを提供するのである。
しかし，非営利とはいうものの，事業は全く無料で行うという訳ではない。そ
の業績はしっかり簿記で帳簿に記入されており，税金も支払っている。この無
料ではなく政府でもない立場から NPO は，中間企業とも呼ばれている。 NPO
と NGO は実態としてかなり重なり合う部分があるが，その違いは活動の焦点
を当てる側面にある。 NGO は主にグローパルな舞台で市民主体の海外協力，
地球環境保全，開発援助等を行い，国家による活動との区分から「非政府」と
いう側面を強調する。そして， NPO は民間での社会的・公共的な活動という
「非営利J という部分に焦点を当てる。
その他， NPO の定義的特徴として，組織としての体をなしていること，本
質的に民間の組織であること，自己統治・自主管理ができていること，人々の
自発性に基づいた組織であることなどの点が多くの専門家により指摘されてい
る。
これらの認識のもとに NPO は現在，世界各国・各地域でさまざまな名称で
法制度化され，活動を行っている。 NPO という名で制度化されているのが米
国であるため，米国からの情報量が多くなるがことは事実であるが，決して米
国だけに見られる組織ではないということも強調しておく必要がある。
それではなぜNPOが注目されたのかというと，まず，福祉・まちづくり・
国際協力・環境保全・芸術文化などの民間の非営利活動が， 1980年代の半ばか
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ら特に拡大しだし，その制度的受け皿の不在が大きな問題となったというとこ
ろから始まる。
次に，単に量的な拡大だけではなく，かつては「一時的」な社会運動や市民
運動であったそれらの活動が，経常的な事業・サービスによって「常態化」し，
経営主体化する傾向が顕著になり，何らかの法人組織化の必要があるという現
状認識が広まってきたことがある。
そして，官僚制主導・中央集権・産業化至上主義といった特徴のある社会から，
人々自らが主体となった分権的なネットワーク型のポスト産業社会への変容を
推すというマクロ的な問題関心も存在する。
このようにしてNPO の存在が拡大してきた社会的背景の中で，日本の法制
度や社会経済システムはNPOが機能することに関して不十分であった。営利
活動であれば経済発展のために必要であるという発想でかなり自由に法人格を
取得できるのに対し，公共性を前面に押し出した活動はあくまで行政が主体と
なり，そこで足りない部分についてのみ民間の活動で補うという社会的認識が
あったために，民法をはじめとして現実にほとんど法整備がなされていなかっ
た。
活動団体から実際に出た，事務所を借りるに際して代表者個人の名義で借り
なければならない，銀行口座を開設しようとしても団体名だけでは口座を作れ
ない，などといった具体的な問題点が浮かび上がってきた。その他にも，団体
が資産を持った場合に，代表者の交代などの時に処理の問題が発生する可能性
もあった。一般的には，社会的に胡散臭い団体と見られてしまう。所得隠しの
団体と誤解されるなどといった社会的信用の問題があった。
こうして，民間で社会性のある活動を非営利で行っている団体にとって活用
しやすい法人制度をという声が高まってきたのを受けて1998年にNPO法が成
立したのである。それは何より団体自らの自立と自律を目指すものであり，単
にボランティア団体支援といった枠組みの中で解釈されるべきものではないの
であるO
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5. NPO法の特徴
1998年 3 月 19日，「特定非営利活動促進法」（通称NPO法）が国会にて成立，
同年12月 1 日より施仔された。その立法の契機となったのは1995年 1 月に発生
した阪神・淡路大震災において，大勢のボランティアが全国から駆けっサ，活
躍したことである。この法律によって，これまで任意団体として活動してきた
多くの市民団体が簡単に（非営利の）法人格を取得することが可能となった。
この法律は民法34条に関わる特別法として位置付けられ，社会福祉法人，学
校法人，宗教法人，厚生保護法人と同様の制度的位置付けとなった。しかし，
特定非営利活動法人はシステムなどの点においていくつかの特徴がある。第 1
は，法人の認可システムが「認証」となったことである。立法過程においては
自由民主党は「認可」，社会民主党は「登録J，新党さきがけが「認証」をそれ
ぞれ主張して推移したが，最終的に宗教法人と同じ「認証」となった。「認証」
は基本的には「認可」と同じものとして解釈されるが，原則的に書面による形
式要件の審査のみにとどまり，活動内容の価値判断には立ち入らないもので，
「認可」よりも縛りが弱い。
第 2 は，市民団体の事務所が一つの都道府県内にある場合，所轄庁は「都道
府県の知事」とされ，その業務は「団体委任事務」とされた。従来の公益法人
についてはその許認可や監督を都道府県に委ねる場合，すべて，「機関委任事
務」となっており，地方公共団体は国政に従属する形となっているが，近年の
地方分権推進の流れとも相まって「団体委任事務」となったことは大きな意味
を持つ。
第 3 は，この法律では，法人の「情報公開」が義務付けられたことが挙げら
れる。このことは本来，法人の監視は行政によってではなく，市民によって行
われるべきであるという趣旨に基づいたものである。そして，この影響は財団
法人や社団法人にも波及しつつある。特別法の内容が本体の法律に影響を及ぼ
しつつあることは今後の民法改正を視野に置いたとき，注目すべきことである。
以上， NPO法に関して主な特徴 3 つを挙げたが， NPO にとって最も重要な
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ことは，その使命，つまり何のために活動するのかということである。確かに，
法人格の取得や税の優遇措置は，現実的に重要な役割を持つがこれはあくまで
手段であり，それのみを最初から期待したり目的としたりすることは，本末転
倒になってしまう。多様な市民活動の存在は，行政改革，規制緩和，地方分権
など，近年の日本社会における重要課題に大きく関連するだけに，それによっ
て地域や社会に何をもたらしたいのかということと，その使命を確認すること
が重要になる。
営利企業との違いは何だろうか。この「非営利」とは何を意味するのであろ
うか。非営利というからには利益をあげてはいけないと解釈されがちであるが，
そうではない。つまり，経済的な事業活動をしてもいいのである。ただし，収
益があったとしてもそれを仲間内で私的に分配してしまうとしたら，それは営
利活動となってしまう。収益はNPO 自らが掲げる社会的・公共的な目的のた
めの活動に再投資するのである。それを非配当原則といい，株主に利益を配分
する株式会社や有限会社との大きな違いの一つである。利益を社員に分配でき
なし、。一般的に，営利企業では会社としての利益が増えると，その企業の社員
の給料やボーナスも増加する。その点， NPOでは有料で事業を行うのだが，
次回の非営利事業のために利益を保存しておくのであるO
営利企業ではどんな分野でも法人として認められるが，日本の NPO法では
法律で定められた12分野でのみ認められる。その12分野とは，保健，医療，福
祉，社会教育，まちづくり，文化・芸術・スポーツ，環境，災害救援，国際協
力等法律に列挙された目的のうちいずれかlつ以上を主たる活動目的とする団
体を認証するものである。そして，大勢が参画できる公益性の高い分野である。
公益性のないものはNPO とはみなされない場合もある。
NPOへの出入りは自由である。営利企業では入社するのに試験等があり，
それに合格しなければならないなどの規則があるが， NPOでは，申込書を書
くだけで入る事ができる。また，辞めるときもすぐに辞められる。以上の3点
が主な違いである。
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次に， NPO の 3 つの特色とは，以下のとおり。
(1) NPO を設立するにあたっては，役員は 3 人以上幹事が 1 人以上及び正
会員が10人以上必要である。
( 2) NPOを設立するのに資本金は全く必要ない。
(3) NPO を設立するにあたって，事務所を設けなければならない。なぜな
らば， NPO も法人だからである。事務所設立許可は， 2 つの都道府県に
跨って事務所を設置して活動する場合は， NPOの主管官庁である経済企
画庁に提出しなければならない。 1 つの都道府県内でのみ事務所を設置し
て活動する場合は，その都道府県庁に提出する。
官庁には許可，認可，認証，届出等の申請があり，それぞれに異なる点があ
る。
許可……官庁の裁量権が入るので，いつ受け付けられるかわからない。何年も
放置される可能性もある。
認可……官庁が即座に受け付けてくれれば問題はないのだが，気に入らない事
だと受け付けてもらえない事もある。
認証……宮庁に申請を出すと定められた書類がそろっていれば必ず受け付けて
もらえる。ここには，官庁の気分は含まれない。 NPOは最長4ヵ月後
には結論が出る。
届出……必要な書類を記入して官庁に提出すれば即座に受け付けてもらえる。
では，なぜ比較的簡単に申請できる認証という手続きで良いのだろうか。
NPOを多数作ってそこで働く人の数を増やせば，雇用促進につながる。また，
企業を解雇された人がまた雇用されるというメリットもあることから，雇用情
勢から今後の展望が開ける。
現在日本では特定非営利活動法人としてのNPOは2001年 1 月 26 日時点で，
設立申請数が3965団体，認証団体が3285団体，不認証団体が18団体あり，日本
の GDP における NPO の占める割合は1995年において4.5%である。アメリカ
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では GDP の 9 %, EU では， GDP の 10～14%である。これは世界中で増加傾
向にある。日本の GDP は現在500兆円であるから，その 3%は15兆円という事
になり，この割合が 9%になったとすると単純に3倍して45兆円となる。現在
の経済状況においてこのように成長する業界はないので，景気悪化によって企
業が採用してくれなかったり， NPOが増加したとすればNPO に就職する人が
増え，有力な経営環境となるのである。この点からも，社会の第4のセクター
として急成長が期待されている。また， NPO を設立するにあたって10人以上
の参加者が必要なのは先に挙げ、たが，そのほかにも， NPO には様々な規定が
ある。 10人以上の社員が必要で，役員は 3 人以上必要である。非営利とはいえ，
ボランティアとは異なり法人なので有給社員も存在する。しかし，その数は役
員の 3 分の 1 以下と法律で定められており，給料も常識の範囲内の金額である。
NPO法に残された課題が 2 点ある。第 l は，寄付税制の改革には全く着手
されていない。この問題は NPO の財政基盤強化上，重要な課題である。第 2
は，民法の公益法人に関する改革が行われていない点である。民法による財団
法人，社団法人，社会福祉法人，宗教法人，学校法人等の既得権と NPO の衝
突が今後予想されるため，早期に解決が必要である。
6. NPO法に歪る背景とその過程
以前にも触れたが，日本の市民活動やボランティア活動は行政の補完的な位
置付けにあった。 1950年代から 1970年代にかけて整備された，民生委員，人権
擁護委員，自治会，町内会，社会教育団体といったボランティア団体は行政の
仕事を助けたり，行政の縦割りの仕組みに組み込まれる形で制度化されていっ
た。公共的なサービスは行政が行い，民間は，そのサービスが足りなかったり
間違っていた場合に，それを補完したり正したりそれに要求したりするのが役
割だった。この点に関しては，行政に批判的な運動も行政側も同じ認識だった。
行政に批判的な運動や活動の多くは，目的が達成されると解散したり，大き
くなると行政の仕組みの中に位置付けられたりすることになっていた。日本の
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団体法制も，公益法人に関しては主務官庁の許可制となっており，このような
市民活動を行政の補完に組み込んでいく道具となっていた。その傍ら70年代の
後半から各分野で続々と独立して生まれてきた市民活動は，自らが公共的サー
ビスの主体であるという認識を持っている点で，それまでの市民活動とは大き
な違いがあった。福祉・自然・海外協力などの分野において多くの団体が自ら
が主体であると認識し，活動するようになっていた。このような活動が80年代，
90年代において発展していった活動である。
しかし， 80年代半ば頃までは，公共的サービスはまだ「行政がすべきもの」
という考え方が強く，これらの活動はその基盤を十分に確立していなかったと
いうのが現状だった。
やがて，市民活動を行う団体の数が増え，規模や事業が大きくなってくると，
市民活動は 2 つの問題に突き当たった。一つは，事業拡大に伴ってコストをど
うやって賄うかという問題，つまり，どうやって資金調達をするのかという問
題。次に，継続的に事業を続けるためのスタッフをどう確保するかという問題
である。
市民活動の財源は，大きく分けると会費・寄付金，事業収入，助成金・補助
金といった3種類がある。会費・寄付金というのは，なかなか会員や寄付者が
集まらない中で簡単に増加せず，助成金といっても市民活動を対象とする助成
財団は当時ほとんどなく，補助金も任意団体には簡単には出せなかった。そし
て，事業収入を獲得しようとしても，ボランティア団体＝無報酬で活動する団
体＝対価性のあるサービスをしない団体，というのが社会一般の認識であって，
「非営利」という概念は日本では全く理解されていなかった。営利，非営利の
概念の存在以前に，市民活動が，事業活動をすることに社会の強い抵抗があっ
たのである。
スタッフを確保しようとしても，この社会常識が強く働いた。市民活動団体
の内部においてもこの社会常識が強く影響していたため団体内で働く専従の有
給スタッフの問題にもきちんと対応していなかった。そのため，専門的なスタッ
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フが継続して働きにくい環境が放置された。また，ボランティアだけでは十分
な労働力が確保できない状況にもなっていた。労働力を安定的に確保していこ
うとすれば，一定の報酬を支払う必要性が生まれてきた。さらに，ボランティ
アと有給スタッフの違いが十分区別されなかったために，マネジメントも上手
くし、かなくなっていった。市民活動は，ボランティアグループを脱して，増加
するニーズに見合える組織形態をどのように取り入れるかという大きな課題に
直面していたのである。そして，徐々に NPO という考え方が，日本社会に導
入されていったのであるO
行政も企業もできないような公共的サービスの第三の担い手としての独立し
た民間非営利機関としての「NPO」という考え方は，まず，各分野で活動し
ている団体が，海外の団体の活動を紹介する中で，市民が行政にもできないよ
うな活動を次々と紹介し，日本に導入していった。
アムネスティ・インターナショナル，国境なき医師団，イギリスのナショナ
ルトラストなどの活動が紹介され，その活動が認知されてし、く。その中で，海
外の団体の規模や活動の内容が知られるにつれ，日本との差が大きく認識され
るようになってきた。助成財団や寄付金税制， NPO の自主性を尊重する補助
金などの制度への関心も高まっていった。
80年代後半から，市民活動団体の状況を調査するための研究者などの調査団
の派遣や各種フォーラムによって大きな注目を集めた。そして，その機能の多
面性により NPOの必要性が重視されたのである。政府とも企業とも違うサー
ビスを行いながら社会的に位置付けられ信用のあること，非営利という組織形
態で収益事業を行えること，助成財団や寄付金控除制度を利用して豊富な資金
調達をする方法，街づくりや行政計画などで市民参加を推進したり社会変革を
進める主体，行政サービスの限界を補う存在という具合に， NPO は見る人に
よって全く違う側面から評価され，導入されていく。そして，それらの期待と
ともに， NPO は新しい社会システムを構想する上で不可欠な存在であること
が認識されるようになっていったのである。
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90年代に入ると新しい立法を検討する市民団体のメンバーや研究者からなる
研究会がいくつも立ち上がり，社会システムの将来像を検討していた経済企画
庁などの官庁でも今後の社会システムは行政，企業， NPOがそれぞれ社会サー
ビスを展開してし、く姿が望ましいというビジョンを示し， NPOのための法人・
税制度が必要であると提言した。政治のほうでも94年から NPO法の検討が本
格化されNPO法を立法していく民・官・政それぞれの体制がほぼ出来上がっ
fこ。
そんな折に阪神・淡路大震災が起こり，この NPO法の立法を突如加速させ
ることになった。阪神地区に約170万人のボランティアが全国から駆けつけ，
全く機能していない政府機関，自治体や企業に変わり，被災地の救援活動を展
開したのである。このようなボランティアの活動を支援すべきであるという声
が高まり， 95年 2 月に政府は， 18省庁からなる「ボランティア問題に関する関
係省庁連絡会議」を立ち上げ， NPO法の検討を始めた。
しかし， NPO法の立法が大きな政治的課題となったまでは良かったが，与党
間での調整が十分に進まず，多くの問題点を抱え込んだ。その内容は次のよう
なものであった。
① 現行民法34条をそのままにしておいて，特別法としてNPO法を作るか，
民法34条を改正すべきかという両立場に加え，市民活動に法人格などいら
ないという立法そのものを否定するという意見があったこと。
② 立法の主体に関して，議員立法か，政府提案による立法かという選択の
問題。
③ 法人格付与の制度と税制優遇制度をセットにするか， 551］のものにするか。
また。別のものとした場合に，同時に立法すべきか，法人制度を先に立法
してから，税制優遇制度を立法するという二段階でいくべきかという問題。
④ NPO法の対象とする団体の定義をどうするかということ。
⑤ 行政の介入・監督をどれだけ認めるかということと審査の方法に関して
の問題。
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以上， 5 点が主な問題として争点となったが，その中でも最大の争点は④の，
NPOの対象とする団体の定義についてであった。
その団体の定義について，「公益」の 2 文字を入れるか入れなし、かというこ
とが争点の中心となった。対象とする団体を「公益」性のある団体とした場合，
「公益」とは何か，「公益」は誰が判断するのか，という問題が発生する。旧来
の日本の仕組みとしては，「公益」は行政が判断しその基準は恋意的で明確で
はなかった。そのような状況の中で，対象団体の定義に「公益」の要件を入れ
た場合，いい NPO ・わるい NPO という行政下において選別したり，行政が
「公益」の名のもとに法律にない要件を付け加えたりといった，行政による
「公益」の基準を押し付けることになるのではないかということが懸念された。
NPO という考え方に対する期待や，日本における NPOの発展は以下にして行
政とは違う公共的サービスを発展させていくかという点にあった。しかし，こ
こでNPO法人の定義に「公益」という要件を入れたとたんにこのような NPO
のビジョンは全く違う方向へいってしまう。それは，旧来の行政補完型のNPO
と何ら変わることはなく，日本の NPO活動にとって，きわめて大きな危機と
なってくる可能性すらあった。最終的にこの問題は，「公益」を「不特定かっ
多数」と表現をかえることで決着した。この書き換えは，日本の NPO にとっ
て本質的で画期的な書き換えであった。
このように，国会で何度も審議が行われて1998年の通常国会にて 3 月 19 日に
衆議院において全会一致で可決され，法案は成立することになった。そして同
25 日に「特定非営利活動促進法」（通称NPO法）が公布されたのである。
7. NPOと公共，企業との関係
2000年 6 月の経済企画庁の調査で， NPO法人の活動，運営上の実態が明ら
かになった。法人の活動分野は，保健，医療，福祉が67% ともっとも多く，街
づくりが33.2%，子どもの健全育成が32.0%である。個人会員数では， 1 ~ 49 
人が38.8%, 100～499人が29.7%, 50～99人が13.7%である。法人格の取得理
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由は，対外的信用が高まる28.8%，営利目的で無いことを理解してもらえるか
ら 16.3%，委託事業が受けやすくなるから12.5%。行政との関係は60%がある
と言っている。その内容は，補助金・助成金25.2%，活動の場の提供19.9%,
行政に人材やサービスを提供10.0%。企業との関係では， 50%があると言って
いる。その内訳は，寄付金20.5%，団体会員として参画16.0%，物品やサービ
スの提供をうけている 14.0%，補助金や助成金を受けている 11.2%。他の公益
法人との関係では， 40.0%があると言っている。その内容は補助金・助成金を
受けている 15.4%。特定非営利事業による収入は O 円が30.9%, 1 円～200万
円22.4%, 200万円～400万円10.9%, 1200万円以上17.2%。収益事業収入は200
万円未満63.5%, 1200万円以上9.6%。これらのデータから， NPO は政府や行
政という公共，営利企業（PO）と関係を持っていることが判る。
P.F. ドラッカーは『ポスト資本主義社会』で，「市民性とは，国のために進
んで貢献しようとする意思であり，今日政府のすることは遠くの出来事であっ
て，個人は，投票と納税以外には，世の中に影響を与えることも，行動を起こ
すこともできない。」と述べているが，現状はまさしくこのとおり国と市民の
距離が大きく開いている点で， NPOが注目されている。
第 1 に政府に対する信頼の揺らぎである。無駄な公共事業を始め，厚生省，
大蔵省での収賄事件，防衛庁での政府調達品の水増し請求，科学技術庁での度
重なるロケット打ち上げ失敗等のスキャンダルは，政府がダーティーである印
象を国民に与えた。中央集権管理型の政府は，価値観の多様化が進む今日では
時代遅れになり，世界のグローパル化に対応した組織として分権競争型への制
度改革が求められている。分権競争型社会では，これまで政府が提供していた
サービスの多くを，誰かが肩代わりする必要が出てくるが， NPO は少量多品
種のサービスを政府より安く，小回りを利かして提供することができる可能性
が高い点で注目されている。
第 2 に，日本の高齢化は世界に例を見ないスピードで進行中である。超高齢
社会は，高コスト社会である。従来のように何でも政府が行っていては，大き
-220 ( 738) 
い政府になってしまう。これを避けるためには， NPO の力を借りる必要があ
る。
第 3 にインターネットの発達で，小規模な NPOでも政府や大企業と同等の
情報を取扱う事ができるようになった。これまで国際交渉は外交官の独断場で
あったが，インターネットはそれを打ち破り， NPO も国際会議で交渉力を持
つようになった。また NPO同士が情報ネットワークで結ばれ， NPOの専門化，
分業化が促進され，その結果地球温暖化防止協議や対人地雷禁止条例等でも
NPOが活躍しはじめている。以上のように， NPO は現状分離している市民と
国等の距離を詰め，市民と国等を連結する機能を持っている。
第 4 に社会と企業は現在閉塞感に直面している。日本の活力を担ってきた
「生・宮・財」の強力なパートナーシップだけではこの閉塞状態を打破し難い。
企業にとっても行政にとっても，大きな変革のためには，大きなエネルギーを
持つ異質な価値観との出会いが必要である。そのエネルギーのひとつがNPO
である。 NPO は多様な価値を基本に据えて，先駆的，機動的に社会の問題に
取り組むことのできる組織である。日本は戦後経済発展を追及するあまり，
「多様性」は「効率性」の犠牲になってきた。それらが会社人間という，同質
の価値観の中で保護され，会社の外では通用しないひ弱な個人を大量に生み出
した。アメリカではリーダーシップが最も発揮されるのがNPOの世界だと言
われている。 NPOでの社員の訓練を重視し始めた。それはNPOが，先行きの
見えにくい先駆的な課題に取り組む組織だからである。企業は市場における競
争に勝つということを第 l 義とするだろうが，企業として社会的な義務として
のフイランソロフィー活動を行うようになる。この活動は顧客への企業イメー
ジをよくするとともに，そうした企業イメージは，結果としてよい人材を引き
つける効果もあり，ビジネスへの好影響につながるのである。
コンビュータ技術が分散化しそれらコンビュータをつなぎ合わせる技術革新
が進行した結果，技術進歩が加速化しただけでなく，多様化した市場ニーズが
時空間を超えて顕在化した。アメリカのシリコンパレーでは革新的な技術が次々
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に生み出され活用されているが，ここではスマートバレー公社という NPO を
プラットフォームとして，新事業開発，起業家育成と支援，社会基盤の整備及
び生活の質の向上を目指したプロジェクトの推進を行っている。 NPOが地域
コミュニティーで知の連結・編集を行っているのである。このように NPO と
PO とは企業の教育，競争力向上等の点で関係を持っているのである。
現在の市場は 3 つのセクターから成り立っている。第 1 は，公共セクターで
ある。本質的には政治的統治機関で，計画性に非常に優れており，官僚的で財
源は税金である。このセクターの特徴は，パワーが強力になると社会が硬直化
して柔軟性がとぼしくなる。
第 2 が企業セクターである。民間の営利企業が中心となって構成されている。
利益を追求するために，効率性を重要視している。このセクターが活躍すると
資本主義が機能し、経済成長が達成される。しかし，その反面効率主義が一定
限度を超えると，人間性喪失，環境問題や貧困などの社会問題も発生する。
第 3 は，市民セクターである。従来までは，公共セクターと企業セクターが
市場を取り仕切っており，市民セクターはそれらに取り仕切られていたセクター
である。しかし昨今インターネット等の情報ネットワークの発達により，今ま
でとは逆に大量の情報を武器に市場を逆に取り仕切りつつある。
情報革命によるインターネット社会では世界が平滑化しクボローパルスタンダー
ドが支配的になるグローパル指向と文化的・経済的多様性と分散化が進むコミュ
ニティー指向の 2 つのいずれかに向かうと予想される。インターネット社会に
おいては政府の影響力が低下する。それは，政府がグローパル指向にも，コミュ
ニティー指向のどちらの存在にもなれず，中途半端な存在であるからである。
企業も，グローパル指向か，コミュニティー指向のどちらかを選択すべきであ
る。それができない企業は，生き残れない。（金子郁容， 1999)
デジタル情報産業振興会理事の宇田川耀平氏は「新しい社会システムを提案
するには，企業という看板の下では営利活動の輪から抜け出すことは難しい。
多様な専門性が要求される施策やプロジェクトの実現に向けて，迅速かっ広範
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固に対応していくには，行政・企業だけでは十分ではなし、。行政や企業の担当
者がNPO に参加することによって，これまで得られなかった知見を獲得でき，
参加者の意思粋を変えることができるのである。」と述べている。 NPOはボラ
ンティアを受け入れる唯一の組織であるとともに，そこに参加している市民の
知識を自由に利用でき，社会的ニーズを実現するために行政・企業・市民を結
びつけるハブ機能と位置づけている。この点から NPO＝行政，企業及び市民
を連結するインターネットであると考えられる。 NPO を通じて行政，企業，
市民の知識，情報が連結するのである。図 1 は，そのイメージを表している。
インターネット社会では，誰でも，どこでも，世界中の情報に瞬時にアクセ
スできる。人や物事が自由に連結され，ありとあらゆる関係が自発的に発生し
てゆく。権限や権威に基づく行動，強制力を伴う統制，上からの指示による秩
序の形成，固定的な関係や体系， ピラミッドのような組織での仕事は次第にそ
の効力を低下させる。同様に NPOニインターネットとして公共，市民，企業
を自由に連結し，それぞれのセクターに蓄積された知識の編集が行われて，イ
ノベーションが発生する。
NPOの利益をどのようにしてあげるかという事である。行政，企業，市民
にNPOが加わった場合について考えてみる。 NPOがない場合すなわち従来の市
市民セクター
公共セクター
図 1 ：インターネット機能としての NPO
出所：涌田幸宏（2000）を加筆修正した
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企業セクター
場では，たとえば企業は製品を買ってもらうために，市役所や県庁といった行政
や市民に製品をPR し購買を依頼する。他企業の製品で同じ能力を持ったもの
があるとすると，その場合行政はどの企業も平等に扱わなければならないため，
製品の購入に対して入札を行う。一番安価なところから買うのである。市民も
入札こそないが，自分で選択して購，入する。安易には買わないのである。この
ような市場で注文の取れない企業は，徐々に資本金が減少し経営が行き詰まる。
NPO を利用した場合はどうなるのか。新しい NPOを設立する。まずNPO
と行政・市民の関係について考えてみる。 NPO は行政や市民にできない又は
不足しているサービスを提供するので，行政や市民にとってはパートナーであ
る。特に，市民にとっては，透明性が高く，誰でも出入りが自由であるから参
画しやすい。また，企業と NPO の関係については，企業は製品を販売したし、。
自分たちだけでは売れないので， NPO を利用する。 NPO はその製品や資源の
上手な利用法を教えたりする。市民は興味を持って集まってくるし，さらに行
政も社会教育の一環として参加する。この様に NPO によって社会が結びつい
てくるのである。
このように， NPO によって行政と企業，市民と企業，行政と市民において，
イノベーションが生まれやすくなる。この様な点でも， NPO は社会のつなぎ
役として， 21世紀の新しい組織になる。 NPO はもともと市民セクターから発
達してでてきたものと考えられる。結論を言うと，新しい企業を作ろうとする
人は企業だけ作るよりも NPO （非営利組織） +PO （営利組織）として起業す
ることにより新しい21世紀型の企業になれるであろう。
8. NPO+PO モデルの事例
更に具体的にどのように収益をあげるのか。現在行われている NPO を例に
考えてみる。その NPO とは，「子供モノづくり教育支援事業団」という NPO
で，子供の健全育成，社会教育の推進，国際協力を目的として活動している。
子供たちに機械と慣れ親しんでもらおうというものだ。ロボットキットを開発
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し，それを 3 日聞かけて製作してもらう。対象は小学校 5 年生～大人までであ
る。では，それでどのようにして収益をあげるのであろうか。
例えば，小学生が30人参加したとする。ロボットキットが 1 台当り＠6,000
円とする。小学生 5 人に一人の割合で1名の指導員が必要である。そのため指
導員を 6 人を日当＠ 1 万円で， 3 日間雇った。それですべての金額を計算する
と，ロボットキット＠6,000円× 30台で180,000円，指導員の人件費， 1 日＠ 1
万円× 6 人× 3 日で180,000円で，合計すると 360,000円になる。これを，参加
者一人当たりに計算すると 12,000円となり，この金額では小学生の負担は重い
ため，参加者が減る。そこでどうするか。 NPO は行政ができない事を行って
いるので，世の中に役立つイベントなら，かかる費用を文部省が50%，県や市
町村が50%それぞれ補助金を出してくれる。文部省の補助金は，市町村の教育
委員会が窓口になっている。この補助金の支出により，参加者は無料又は小額
の参加費の負担でイベントに参加でき， NPO も負担が全くなくなる。このよ
うに NPOであれば市町村等の地方自治体とも連携がスムーズにできる。更に，
現在そこで使用されているロボットキットは圏内で手作り生産されているので，
非常に原価が高く，＠6 000円かかる。そこで，中国に見積もりを出したら，
約3,000円で生産できる見込みである。ここで生まれる差額3,000円は利益とな
りそのうち 1,000円がNPOへと入ってくる。残りの2,000円は， NPO にロボッ
トキットを納入するロボットキット製造企業の利益となるのである。つまり，
当初はロボットキット製造企業は，単独で自治体や市民に販売を計画し実行し
た。しかし，自治体では，特定業者からの随意契約はこのご時世では困難であ
ると断られた。また市民からはベンチャー企業のため，十分な広告宣伝費を使
用出来ないため，認知されていないため売れない状況であった。しかし NPO
により企業と自治体等が連結したのである。また指導員は，工業高校のロボッ
トクラブ員等のボランティアにお願いしている。この方々も快く，ロボットセ
ミナーに参加・協力頂いている。
以上のように， NPO により市民（今回は工業高校生ボランティア），公共
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（今回は市町村教育委員会等）及び企業（今回はロボットキット製造メーカー）
の 3 者が連結した結果， ビジネスとして成立した。
このビジネスは 1 つの市町村についてのみ考えるとそれほど大きな利益とは
ならないが，全国の市町村について考えてみるとどうなるかという事である。
今，日本には全国でおよそ3 300の市町村がある。すべての市町村で行う事は
不可能なので， 1,000の市町村がこのイベントを受け入れたとすると，このNPO
の収入は1,000市町村× 1,000円× 30人＝ 3,000万円となり， 3,000万円の収入が
見込めるのである。これだけの収入があればNPO は完全に運営できるのだ。
ロボット販売企業の利益は， 1,000市町村× 2,000円× 30人工6,000万円となる。
これからは，小学校や中学校は完全に週休 2 日制になるので，教育委員会側と
してもこの様な NPOからのサービスの供給を期待している。こういった点か
らも，時代にマッチした NPO は世の中に受け入れられやすいのである。
この事例から判るとおり NPO＝インターネットとして，市民，公共，企業
が連結し， ビジネスが成立した。冒頭で提案の仮説ベンチャー企業を起業する
場合は， NPO も併設することの効果が確認された。 NPO＝インターネットと
いう認識が重要な鍵である。
9. NPOの分類
NPOが行っている事業について特徴を検討する。図 2 が非営利事業の分類
である。
非営利事業を 2 軸で考える。財源に関し，寄付金・補助金一利用者からの収
入軸と事業主義一相互主義軸である。 I の領域は，メンバーからの会費や，ロ
ビー活動の領域である。 Eの領域は，メンバーの支払い料金に応じて直接的に
サービスすることが，組織の第lの目的である。業務の成功はメンバーを増加
させ，メンバーのニーズに合うサービスを提供することによってメンバーシッ
プを維持することができる。 Eの領域は経営に対する寄付者のコントロールが
存在しないのが特色であるo IVの領域は，コストをカバーする以上の価格でサー
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寄付金・補助金に依存
・宗教団体
，号去A
；－ヱミ
、、，ノ??〆’
t＼ (III) 
・大学
・赤十字
相互主義（メンバー
によるコントロール） 事業主義
(II ) 
費用は利用者負担
(N) 
・生協
・農協
．病院
・ゴ lレフクラフー
図 2 ：非営利事業の分類：財源と統制によるサービスの区分
出所：梅原昌太郎 (1995）を加筆修正
ビスを提供している。多くの場合，医師や科学者等のプロフェッショナルによっ
て運営されている。 E の領域は顧客をつなぎとめる努力を要する領域である。
NPO は，企業セクターに近い機能を持った組織から，純粋に非営利を目的
にし，寄付金で活動を続けている組織まで， NPO の範囲は広い。非営利事業
のアウトプットの特性は，基本的にはサービスである。それに対し，営利企業
のそれはモノおよびサービスの生産である。製品が開発される営利企業の目的
は利益である。事業性の強い NPO は，政府と同様に利益は，健康，教育，福
祉，環境，美術，音楽等であり，それらの全ては生活の質の一部である。
営利企業の利益は，株主に還元され，政府には税金の形で納入され，経営者・
従業員には報酬やボーナス等で還元され，工場やサービスという形の再投資で
企業にも帰ってくるO 利益は実体的であり，見ることができ，株主のみならず
経営者等にも直接的な便益がある。これに対し，非営利事業ではサービスの便
益はサービスの受け手に行く。観念的な便益が非営利事業の経営者に与えられ
る全てである。これが，非営利事業と営利事業の基本的な相違である。今回の
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仮説検討の対象は，図の III, N領域の非営不iJ事業であり，企業との関係は多い
事業性の高いNPOが該当しやすいと考えられる。。
10. NPOバーチャル・コーポレーション
今回提示の「PO+NPO」モデルはNPO を核にしたノすーチャル・コーポレー
ションと考えることができる。ネットワークは何かと何かの結ひ、っきと定義す
る。ネットワークは離れたものが必要に応じて結び‘つきながら，何かをもたら
すのである。結び‘つくことによって，情報や，自己に出来ないものがもたらさ
れる。人，物，情報を移動させると，ネットワークはそれまで個々になかった
何かを創造する。企業ネットワークを距離のある複数の人や組織が何かの関係
で結ばれているものと定義する。外部環境変化の激しい今日，長い時聞をかけ
て形成され，企業の生存基盤となっている日常的な業務を行うためのネットワー
クが環境変化で陳腐化し，変更を余儀なくされている。その対策として，従来
とは違うネットワークの形成が企業にとって必要である。新しいネットワーク
は従来の概念では不可である。事業システムはどのようにするのか，新製品，
新技術はどのようにするのか，そのような情報を収集するための企業ネットワー
クが重要である。ネットワークには，大企業の系列のような強い関係から，バー
チャル組織のような弱い関係があり，それは業種・業態で最適なネットワーク
を形成することになる。コンビュータ分野では，技術の進歩が早いのでバーチャ
ル組織等の緩やかな関係が有効である。 1990年代になり，アメリカは新しい経
営を創造して，復活した。リストラを実施するとともに，発達する情報技術を
十二分に活用した。ジャスト・イン・タイム方式も吸収した。異業種の企業や
国境を越えたネットワークを形成しての取引を行L、だした。競争力を向上され
るには，業務方法の抜本改革が必要である。業務システムの変更に加えて，業
務の外部化や内部化を行う必要がある。従来の分業体制を変革するような改革
でなければ，競争力の維持・向上は出来ない。未知に挑戦しようとすると企業
の経営資源が不足する。その不足を補うため，企業は新しいネットワークを求
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めるのである。また，グローパル化によって，価格破壊をおこし，内外の垣根
を撤去した。そこでは，どんな事業を，どんな事業システムで行うのかの創造
が重要である。
中小企業は特に狭い領域に経営を絞ってきたので，そこには新しい発想やノ
ウハウが不足している。今日の生産や販売技術，業務などでは専門性の高まり，
複雑性の進展がある。このような専門性・複雑性に対応するためには，領域を
絞り込んで，より専門性を追求する方向に向かわざるを得ない。これがネット
ワークを求める求心力の一つでもある。
社会が成熟化する中で多様な異質性は，同質性へと変化してしまった。それ
を打開しないと企業の進化はない。ネットワークは成員の多様性を基盤にする
ものである。多様性はここの企業の創造性と経営機能の絞込みによって可能と
なる。多様で異質な企業が存在し，それぞれが独自な行動を展開する。それぞ
れの企業が他社より優位な事業システム，製品，サービスを構築する。異質性
の追求や経営領域の絞込みは，ネットワークを絶対必要なものにする。ネット
ワークでの異質性の追求は，製造業，流通業の分野以外に，消費者，各種団体，
大学，政府機関等とより広いネットワークの形成が必要である。複雑化の中で，
より専門化した企業がその機能を発揮するには，より異質な組織とのネットワー
クが必要である。多数のネットワークに帰属することを複合的ネットワークへ
の参加と定義すると，企業が複合的ネットワークに参加することも企業を多様
化することになると考えられる。複合的ネットワークの中では，企業に求めら
れる役割や，そこから得られる情報も異なる。このためNPOを含めた複合ネッ
トワークに参加することは意義がある。企業は，ネットワークの中で異質性を
意識し，ネットワークの情報によって異質なものを創造する。
ネットワークでは絶えず情報が流入し，情報を創造する場でなくてはならな
い。情報交換ばかりでは，先行き流入する情報が減少するネガティブフィード
パックに入り，将来は解散することが予想される。ネットワークに情報が流入
しつづ、ける場であるためには，そのネットワークの生存や活動に多様な情報が
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必要なことが条件となる。それを実現する方法は，ネットワークが情報を発信
することである。
ネットワークは単なる情報移転の場ではなく，知識創造の場である。ネット
ワーク内では，流入した情報の価値が高まることが必要である。活躍す名ネッ
トワークでは新しい情報を創造し，情報価値を高めている。ネットワークの構
成員も情報が得られれば，たとえ経済的な直接的メリットがなくても，ネット
ワークから退出はしない。逆に短期的に経済メリットがあっても，情報価値が
得られなければ事業を行うネットワークでも，将来的には退化する。情報が流
通し新しく創造されるためには，ネットワークとその構成員が情報を公開する
ことが必要である。ネットワーク内部だけでなく，外部に対しでも情報を公開
する。外部に情報を公開し，刺激を与えることによって，その情報の収集に人
が集まるようにする。
ネットワークが有効性を発揮するためには，多様な構成員があつまるNPOを
ネットワーク内に置くことは，有利である。しかし，その構成員が情報の発信
を行うか否か，またネットワークに流入した情報に価値がつくかという問題が
ある。
ネットワークが進化していくためには，新しい外部情報を取り込むことと，
新しい構成員を呼び込んでネットワーク内を組替え，その刺激によってネット
ワーク活動の問題解決と創造性を誘発させるのである。ネットワークが外部か
ら情報を流入しつづけるためには，前述のように，ネットワークからの情報の
発信が不可欠である。そのためには，ネットワークが活動しつづ、けていなけれ
ばならな L 、。
社会で進展している成熟化は，産業の成熟化を推し進めている。社会の成熟
化は産業の流れを生産者サイドから消費者サイドへと主導権が移動し，それが
企業行動に大きな影響を与えている。それは，川下型経済であり，生活者主導
による産業構造への転換である。そこでは，消費者が自らの生活の必要性やラ
イフスタイルに応じて価値を識別する生活価値が重視される。消費者は単に企
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業から提供されるものを受身で消費するのでなく，自己の指向にあったものを
選び，また，主体的に働きかけては必要なものを供給させる能動的存在へと変
化する。
このような変化から， 20世紀においては公共，企業セクターから市民セクター
の方向に一方的に流れていた情報・知識が， 21世紀は社会，産業の成熟化と
IT によりその流れの方向に逆転がは発生することが予想される。 NPO は前述
のように NPO＝インターネットと考えると，このような社会では， NPO は公
共，企業及び市民の各セクターのポータルサイ卜と考えることが出来る。 NPO=
インターネット（ポータルサイト）である。これまで公共，企業セクター以で
蓄積さねた知識としては，市民セクターに大量に存在していた。しかし市民セ
クターでは知識・情報の発信に要するコストが高コストであったため蓄積され
たままになっていたと考えられる。これが IT により発信が容易になった。
NPOをポータルサイトとして，公共セクター，企業セクターに安いコストで
供給できるようになった。このため20世紀の情報・知識の流れは，図 3 のとお
り企業→市民，公共→市民であったものが， 21世紀は IT と NPO により，これ
まで一方的に情報・知識を公共や企業から押し付けられていた市民がパワーを
持ち，図4のとおり，市民→NPO そしてNPOから企業・公共セクターの方向
に流れはじめている。情報・知識の流れの方向に逆転が起こると考えられる。
これは，政府の失敗，市場の失敗，経済の成熟化の 3 点が主な原因でおこる
ものと思う。このような知識・情報の流れの逆転が予想される 21世紀には，流
れの方向が逆転した情報・知識のポータルサイトをNPO と考えると，すなわ
ちNPOニ情報・知識のポータルサイトであり，情報が資源となる知識社会で
は重要な組織と位置付けることになると思われる
21世紀には，大企業も中小企業も NPO というポータルサイトから情報・知
識を収集し事業進化を行うことが予想される。この点で， NPO+POのモデル
の意味があると考えられる。
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図 3 : 20世紀の情報・知識の流れ
｜市場 β二三よ I 
＼一＿／ J 
ー＋は，情報・知識の流れの方向を示 L，ている。
図 4 : 21世紀の情報・知識の流れ
公共セクター 市場
I~竺プ ＝句竺二戸勺竺~I
出所：涌田幸宏（2000）を加筆修正した
11. 結論
NPO は社会のインターネット（ポータルサイト）として， 21世紀の新しい
組織になる。新しい企業を起業しようとする者は企業単体で起業するよりも
NPO+PO とすることによって21世紀型の企業になれると考えられる。企業が
積極的にNPOを設立する戦略に効果があると考えられる。 NPO ビジネスは，
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企業セクターでのビジネスのようにに，勝ち負けを競うところではな L、。多く
がWin Win のビジネスと思われる。進んで人の役に立つことを行って儲ける
ビジネスであり，相互関係がパワーである o NPO をネットワークに導入する
ことにより， NPO+PO モデルはNPO を核としたバーチャル・コーポレーショ
ンを構成し，競争フェーズの早期化の中では，有効な戦略と考えられる。
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